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概要  日本における公共図書館において視覚障害者の手元にもたらされる資料には常に著
作権という問題が存在しているが、こうした問題を本稿では音声訳という視点から考えてい
くことを試みた。視覚障害者に対して音声で情報を伝える役目を人による読み上げで担って
いるのが、音訳者（音声訳者）であり、音訳者によって録音図書として製作される資料に対
しての著作権の問題等、視覚障害者サービスと著作権の問題を考えた。この問題を日本点字
図書館・著作権法・郵便法の主だった歴史と変遷の流れを見ていくことにより、これら三項
目の関連性の明確化及び対比から、障害者サービスと著作権が持つ関係性などを考察した。
また音訳活動が活発な枚方市を事例として取り上げ、問題点を見つけ、ネットワークの再構
築についての提言を行っていくにいたった。 
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１． はじめに 
1.1 背景と課題 
図書館サービスの中での「障害者サービス」と
いうものは、「視覚障害者へのサービス」として受
け取られがちであったが、現在では「図書館利用
に障害のある人びとへのサービス」という考え方
により、図書館利用になんらかの障害がある人と
いう意味で、視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自
由者、知覚障害、LD（学習障害）などの範囲を含
んで考えられている。 
そうした中で、視覚障害者の図書館利用に対する 
サービスにおいて活躍する音訳活動について、音 
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声訳の視点から視覚障害の方々に対してのサービ
スを考えていくこととした。特に公共図書館にお
ける音訳活動において、視覚障害者サービスと著
作権との関わりのなかでの問題点を考えていきた
い。 
1.2 研究の目的 
音声訳という視覚に障害のある方に対して音声
で情報を伝える活動においては、どのような問題
点が存在するのであろうか。音声で情報を伝える
とは、機器による読み上げや、人による読み上げ
などがあり、またその提供の方法としては、媒体
としてカセットテープやCDなどで利用者に提供
していく方法が一般的である。また情報を（音）
声によって伝える役目をもつ音訳者にとって、そ
の活動を阻むものには何があるであろうか。そう
した点について音訳サービスやその望むべき活動
についてまとめられた先行研究ともいえる最も重
要な文章が社団法人日本図書館協会の障害者サー
ビス委員会のホームページに「図書館協力者ガイ
ドライン 1)」として掲載されている。このガイド
ラインに関しては多くの討議、検討がなされたう
えで、この結論ともいえる文章が作成され、現時
点における図書館においての障害者サービスへの
取り組みおよび見解、希望等をまとめあげたもの
であるとのことを障害者サービス委員会の委員の
方よりお話を聞く機会を得、こうしたことから研
究課題として、音訳サービスにおける歴史的変遷
と動きをおっていくために“日本点字図書館の歴
史と変遷”をみていき、またり“著作権や郵便制
度との動きの関連性”を対比することによって著
作権等の問題や関連性からの考察を試みた。また、
具体的な動きとして枚方市の音訳への取り組みを
聞き取り調査をおこなうことにより枚方市のモデ
ルケースをみていくことで音声訳の問題や課題を
見つけ出していくことを試みた。 
 
2. 音訳サービスにおける歴史的変遷と動き
を掴む 
2.1 日本点字図書館 著作権、郵便制度 の関連性 
では音訳サービスにおける歴史的変遷と動きを
掴むにあたって、日本点字図書館と著作権及び郵
便制度の関連性をみていきたい。それぞれ“いつ
創設されたのか”また“その動きは？”といった
ことに目を向けつつそれらの動きを対比してみて
いくこと考察をしていきたい。 
2.1.1 日本点字図書館とは 
日本点字図書館（にほんてんじとしょかん）(英
語名称：Japan Braille Library)（略称：日点 に
ってん）とは、1940年に全盲の本間一夫（ほんま
かずお）が個人の蔵書を元にして設立した民間よ
り発生した社会福祉施設である。正式名称は「社
会福祉法人日本点字図書館」であり、その事業の
種類は“身体障害者福祉法による視覚障害者情報
提供施設”である。現在は東京の目黒区にあり、
点字図書館の代表的存在としての役割を担ってい
る。日本で最初に設立された点字図書館であるが
ゆえに、その規模および業務内容も多岐にわたり
資料の蔵書数も多い。現在点字資料 98,633 冊、
23,569 タイトル、録音図書 341,679 巻、20,038
タイトルを所蔵している 2)。（平成 18年 4 月 1 日
現在） 
点字図書館は、点字や録音図書の作製者の養成
を行い、点字資料や録音図書資料の作製をおこな
っていくという業務をもち、そして作製した資料
を、読者への館外郵送貸出しを行なっていくとい
う業務を主としてもっている。自ら自己の所蔵資
料を作製し、構築していく役割をも点字図書館が
担っているという点は、一般の図書館とは大きく
異なる点である。ただ逆にいえば、自らが点字資
料を作成するしかその蔵書を増やしていくすべは
無く、その意味で点字および録音図書資料作製の
ための唯一の機関であるともいえる。 
2.1.2 著作権とは 
 わたしたちが絵や文章や物などを作り出した
とき、そこには自動的に著作権というものが発生
する。一体この権利はどういったものなのであろ
うか。 
 著作権の保護の歴史は 15 世紀中頃の印刷術の
発明に始まるといわれており歴史は古い。グーテ
ンベルグが活版印刷を発明し、この印刷術の発明
がヨーロッパ各地に広がり、著作物についても財
産的な権利を認める思想が芽生えてきた。19世紀
後半から各国の間で契約による相互保護が行われ
だし、1886 年に「ベルヌ条約」（文学的及び美術
的著作物の保護に関するベルヌ条約）が作成され
るにいたったのである。これにより国際的な著作
権の認識ができあがってきたと考えられるであろ
う 日本において著作権法制は江戸時代まで遡る
ことができるとする説もあるが、ここでは日本が
近代的な著作権法を備えたのは、1899 年（明治
32 年）に「著作権法」を制定し、またこの年に著
作権保護の基本条約である「ベルヌ条約」を締結
したときと捉え、この年が著作権における近代化
への年と考えたい。著作権法は数度の改正がなさ
れ、1970年（昭和 45年）には全面改正が行われ、
現在の著作権法が制定されたのであるが、昨今の
新技術等の開発や普及により、その内容を迅速に
対応させていくため、近年その制度の見直しや改
正が常になされている状態である。 
2.1.3 郵便制度とは 
近代日本において郵便が実施されたのは明治 4
年（1871 年）であった。明治維新後の近代的国家
統一のために、政府は外国からの文化や制度など
を取り入れて近代化を押しすすめていた。「郵便」
という言葉も作られ、その郵便制度はすすめられ
やがて全国主要地を結ぶ郵便網も整備されてゆき、
その事業は拡大されていき、明治 33 年に（1900
年）には「郵便法」が制定、実施され、先進諸国
に劣らぬ郵便制度が確立されていった。創業以来
国家行政の立場で運営され会計は一般会計の予算
の下にあったが、昭和 9 年（1934 年）に通信特
別会計制度の実施をみて、一応独立採算の体制が
整い、公共性と企業性の二側面の要請にこたえら
れるようになった。が、第二次世界大戦の影響が
郵便の世界においてもみられるようになり、終戦
後の一時期は社会の混乱のため、郵便に対しての
信頼性は損なわれたが、やがて回復し、ふたたび
戦後はサービスの向上に向けての取り組みがおこ
なわれていった。1947 年（昭和 22年）12 月には
「郵便法」が全文改正され、1948 年（昭和 23 年）
1 月から実施された。ついで 1949 年（昭和 24年）
には「郵便物運送委託法」が制定されるなど、そ
の動きも活発となってきた。また 1955 年にはそ
のころの社会が高度経済成長へとむかう中であり、
活発な影響もみられるものであった。ダイレクト
メールの激増や大都市などへの人口の集中や、さ
らに交通輸送機関のスピード化などの社会構造の
変化などが郵便制度に影響をあたえていったと考
えられる。こうした郵便業務の機械化の促進や、
業務運行の円滑化をねらい 1961年（昭和 36 年）
より郵便法の改正に着手がなされ、1966 年（昭和
41 年）には郵便物の規格化がなされ、機械化の処
理を可能にする定形郵便制度が設けられた。1968
年（昭和 43 年）には郵便番号制がなされるなど
様々な発展が見受けられてきた。また海外との外
国郵便をみたばあい、1877 年（明治 10 年）に万
国郵便連合（UPU）に加盟することにより、世界
郵便の一員として加盟国に加わった。1941 年（昭
和 16 年）には一時期第二次世界大戦の開戦とと
もに UPU の関係は途絶えたが、1946 年（昭和
21 年）6 月に一部外国郵便が再開され、1948 年
（昭和23年）には再度UPUに加入し1950年（昭
和 25 年）6月までには海外郵便業務は全面的に復
活され、国際郵便の仲間入りができた。郵便物に
は“通常郵便物”と“小包郵便物等”の形態の違
いがあり、この郵送料金やスピード化の問題が音
訳サービスにおいて大きくかかわる。点字図書や
録音図書などの盲人用郵便物は第四種にあたり、
盲人用郵便物として送料がかからないなどの関わ
りがあり、録音図書の貸し出しに大きな関係をも
つ。 
3．日本点字図書館、著作権、郵便制度 
3.1 点字図書館、著作権、郵便制度について 
著著作権は「ベルヌ条約」の締結により、この
権利に対する意識が少しだけ国内に生まれてきつ
つあったという動向を推測させてくれるが、まだ
まだ市民一般への認知度は低いと考えられる。し
かし通網及び交通技術の発展がその背景に存在す
るという事実を示しており、全国を繋ぐだけの交
通基盤の整備が存在し、交通機関発達の歴史と技
術の関わりという広がりをもっており、郵便制度
においては国家をあげての後押し、すなわち国家
による背景基盤の存在と、日本全国に郵便という
手段で情報が流れ、日本各地が相互に繋がってい
く過程が構築されつつある現実があったと考えら
れる。郵便を利用するだれでもが、この郵便制度
を享受できる状態であったということであり、健
常者および視覚障害者の別なく、このサービスを
享受できる状態があったという事実、点字図書館
が創設されたときには既にこの郵送サービスを利
用者である視覚障害者の方が利用できるだけの社
会的背景があり、郵送による貸出方式をとる図書
館の運営が可能であったということである。つま
り点字図書館の存在に郵便制度は必要な存在であ
ったという繋がりを持っていた、ということであ
る。また著作権においては、その権利が点字図書
館での資料作成の業務と繋がりをもっており、こ
こにこれらの関係性の繋がりが見受けられてくる
のである。(表 1参照) 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 1 日本点字図書館、著作権、郵便制度の比較 
年（元号
年） 
日本点字図書館  著作権 郵便制度（日本）
1873 年
(明治6年） 
    日米郵便交換条
約調印・国内は
がきの取扱開始 
1899 年
（明治 32
年） 
  日本がベルヌ
条約に加盟 、
著作権法制定
（版権法等関
連旧法は廃止）  
  
1931 年
（昭和 6
年） 
  プラーゲが音
楽著作権の使
用料を要求（プ
ラーゲ旋風）  
  
1940 年
(昭和 15
年）11月 
11月10日：本間一
夫により「日本盲人
図書館」創立（豊島
区雑司ケ谷・蔵書数
700冊） 
    
1947 年
(昭和 22
年） 
蔵書数3,027冊・貸
し出し数4,821冊・
利用者約400名 
  12 月＜郵便法
＞全文改正 
1948 年
(昭和 23
年） 
1 月：疎開先より上
京、仮事務所 
  ＜郵便法＞1 月
実施（昭和 22
年法律第 165
号） 
1950 年
(昭和 25
年） 
10 月 9 日財団法
人日本点字図書
館設立認可 
    
1951 年
(昭和 26
年） 
  サンフラン
シスコ平和
条約第 15 条
C項により戦
時加算 (著作
権法)  
  
1952 年
(昭和 27
年）５月 
5 月 7 日 社会福
祉法人認可 。社
会福祉法人日本
点字図書館認可 
    
1955 年
(昭和 30
年） 
厚生省委託による
点字図書の製作・貸
し出し事業開始  
    
4. 枚方市における音声訳活動 
4.1 枚方市の事例 
 次に具体的な事例として、枚方市での音訳活動を
とりあげていきたい。枚方市において障害者サー
ビスの中心を担っている「枚方市立中央図書館」
と枚方市内に本拠をおいて音声訳活動を行ってい
る「NPO 法人デイジー枚方」へ聞き取り調査を
行った。ここでの聞き取りの焦点は 1.活動、2.役
割、3.ネットワークとした。 
4.2 聞き取り調査：実施形態など 
〔枚方市立図書館：聞き取り調査概要〕 
 ＊枚方市立中央図書館：障害者サービス担当職
員の方にインタビュー形式にて実施。 
・聞き取り実施：2007 年 7 月下旬、午後に実施 
・場所：枚方市立中央図書館、対面朗読室にて 
・時間：録音室等の見学もあり、2時間半ほど 
先の 3点の焦点から質問を行い、得られた結果は
次のようになった。 
1.活動：枚方市の図書館の中心的存在として活動 
2.役割：枚方市内の図書館の中心機関として存在、
3.公共図書館とのみ連携をとっており、枚方市内
の他の団体等とはネットワークをとっていない。
他の全国の公共図書館との繋がりを大切に考えて
いる、ということであった。 
〔NPO法人デイジー枚方：聞き取り調査概要〕 
 ＊NPO 法人デイジー枚方、代表の方にお会い
してインタビュー形式にて実施。 
・聞き取り実施：2007 年 8 月中旬、午前中に実
施 
・場所：難波市民学習センターにて 
・時間：約 2時間 
枚方市立中央図書館同様に3つの焦点から聞き取
りを行い、結果からつぎのことがわかった 
1.活動：NPO 法人の団体として、ボランティア的
で積極的に活動を行っている 
2. 役割：ボランティア的な存在として活発に活動
をし、録音図書作成、出張派遣事業、拡大写本な
どの事業を行い、それぞれの事業で講師的立場と
しての役割をもつ。 
3.ネットワークとして他の団体との連絡などはと
りあっていない。枚方市内の公共図書館とも組織
としてはあまり積極的な連携は行っていない 
以上のような結果であった。 
 4.3 聞き取りの狙いについて 
この 1及び 2において、その活動とその組織が
担っていると考えている役割について質問し、ま
た３において地域間でのネットワークについても
質問することにより、この２つの組織の関係など
も捉えていきたいという狙いをもっていた。また
公的な機関と民間における活動の相違に注意して、
それぞれの在り方を捉えたいと考えた。そのため、
聞き取り調査を行う前の段階として、私が考えら
れるこの2つの組織の存在のあり方を予想図とし
て書いてみることにより、聞き取り調査の確認及
びモデル化への段階を確認していきやすくなるよ
う考えた。 
4.4 聞き取り調査：予想図について 
枚方市立中央図書館における予想図は「枚方市
内の公共図書館の中心的存在としてすべての公共
図書館をまとめる役割をもっており、その活動は
対面朗読を中心としつつ、録音図書などの作成に
おいて NPO 法人デイジー枚方などの団体に依頼
をされているのではないか”と考えた。よって地
域の役割を重視することにより、その地域でのハ
ブ的存在として公共図書館のみならず地域ボラン
ティアの拠点となっているのではないか」と推測
した。 
(図 1 参照) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図 1 予想図：枚方市立中央図書館 
 
またNPO法人デイジー枚方については「NPO法
人として活発な大活字などの資料作りを中心とし
た活動を行っており、その中において NPO とし
ての役割が存在しており、非営利団体として公共
図書館への資料提供等の繋がり及び、地域ネット
ワークの中心的役割をはたして枚方市内などの他
の音声訳活動団体との連携をはかっている中心的
存在ではないか」と考えた。(図 2参照) 
 
 
 
 活動：NPOとして活発な 
 音声活動 
 
役割：NPOとし
ての役割 
 
 
 
 
 
ネットワーク：地域や
音訳グループとのネ
ットワーク推進役
 
図 2 予想図：NPO法人デイジー枚方 
 
この予想は実際に聞き取り調査を行ったことで、
修正および活動等についての認識の変更が必要な
ものとなった。 
4.5 聞き取り調査分析 
 今回の聞き取り調査で聞き出すことのできた点
を、以下に箇条書きにまとめる。 
 
[枚方市立中央図書館] 
1. 活動：障害者サービスへの活動と取り組みに
ついて 
・ 障害者サービス担当は4名 
役割：枚方市の中心的存在 
・ 市の広報誌などに宣伝を載せていただ
けるときなどに対面朗読のサービスな
どを行っている旨を記載 活動：対面朗読を
中心としたもの ネットワーク：
地域のグループ
との連携 
・ 視覚障害の方や聴覚障害の方に利用し
ていただけるよう業務を考えている 
・ 視覚障害者用の機器などを揃えており、
利用希望があれば使い方の説明などを
行っている 
・ 対面朗読や録音図書のサービスを行っ
ている。以前は樟葉図書館がこのサー
ビスの中心的図書館で調整役であった
が、現在は中央図書館が担っており、
対面朗読用の部屋も設備し、また録音
室も整備した。 
・ 枚方市の図書館の中心的存在として障
害者サービス全般の活動を中央図書館
が担っている 
 
2.  役割：図書館の存在と役割について 
・ 視覚障害の方への機器の取り扱い説明
を実施 
・ 対象者は枚方市内の方に視点をおいて
いる 
・ 公民館などでの音声訳講習会の受講
修了者に図書館において対面朗読の
活動を行ってもらっている。その意味
でどこかのグループにお願いするので
はなく、「図書館と個人」との関係での
音声訳活動への参加である。 
・ 基本的に個人的に勉強をしている方に、
図書館の活動に参加してもらう。 
   ・ 枚方市内の図書館の中心として枚方市
内の図書館間の視覚障害者サービスの
調整を行っている。 
  
3. ネットワーク：地域間でのネットワーク、取り
組みの事例等 
   ・ 枚方市内の他の団体とはネットワーク
をとっていない。 
・ 行政の立場である公共図書館であり、
その意味で連携は他の全国の公共図書
館との繋がりを大切に考えている。 
・ 協力体制という視点では、市内の各図
書館はもちろんであるが、他の全国的
な公共図書館同士でのネットワークの
ほうが録音図書の貸出しなどにおいて
関わりがある。 
・ 予算的には厳しいものがあるが、財政
的な関係でなかなか障害者サービスの
担当者がいない図書館もあるなかで、
当館は視覚障害者担当や聴覚障害者担
当などの職員がおり、その意味で障害
者サービスには取り組んでいるほうで
あると考える。ただし財政的には余裕
はない。 
[NPO法人デイジー枚方] 
1. 活動：障害者サービスへの活動と取り組みにつ
いて 
・ NPO法人の団体として、20人前後のメンバ
ーでボランティア的で積極的に活動 
・ 各自の得意分野で活躍－例えば：対面朗読、
録音図書製作、デイジー講習、拡大写本な
どの各分野で活躍を行っている。 
・ HPなどで団体の宣伝を行っている。 
・  NPO法人なので、組織的に活動にあたるこ
とができる。 
 
2. 役割： NPO法人の存在と役割について 
  ・ 公共図書館とは違いボランティアの存
在として活発に活動 → 録音図書製作
や出張派遣事業の展開、拡大写本製作
などの活動を行っている。 
・ 枚方市を中心として活動しているが、
依頼があればどこへでも行き、講習会
などを行っている。 
・ 出張派遣事業などの対象者は枚方市や
その近隣が対象となるが、対象者の範
囲や対象とする地域を決めているわけ
ではない。 
・ 行政などから委託で録音図書の製作な
どの依頼があれば、それが収入となっ
ている。またデイジーなどの講習会に
て講師を行った際も収入となり、法人
の活動資源となる。 
・ 公共図書館などを活動の場として活動
をおこなっておらず、自分たち団体の
なかで活動の場を探していっている。 
  
3. ネットワーク：地域間でのネットワーク、取
り組みの事例等 
  ・ 枚方市内の他の視覚障害者向け活動 
団体とはネットワークをとっていない。 
むしろあまり積極的に他活動団体とは 
連絡をとっていない → 今までそうし 
た視点がなく、考えたことがなかった 
ため。 
・ 公共図書館などでNPO法人の団体と
して協力をしているものはなく、むし
ろ図書館における対面朗読などは個人
的に行っている。 
・ 他のグループとの交流をおこなったこ
ともあるが、視覚障害者サービスにお
ける協力体制などを継続して考えて行
図3より枚方市立中央図書館は枚方市の視覚障
害者サービスの中心的存在として各分館への調整
や連携をはかる中心としてのハブであることがわ
かる。その協力体制としてのネットワークの連携
に視点を合わせてみた場合、規模的にも主たる活
動の母体としても自館を中心として分館が周囲に
あり、その中で動いているものと考えられる。ま
た枚方市をこえて全国の公共図書館との連携を行
っているが、地域等の音声訳グループなどへのネ
ットワークラインは見られない。このネットワー
クの障害耐性はハブに依存するところが大きいが
各図書館の足並みを中央図書館のハブにおいて揃
えていくことが可能であり、全体としてのサービ
スの向上を進めていくことができる体制を備えて
いると言え、この点が枚方市内の基盤において、
障害者サービスの体制が活発である理由へと繋が
っているものと考えられる。 
ってきたことはない。また公共図書館
などともそうした連携はない。 
・ 活動対象とする範囲は視覚障害者に対
してのサービスと、視覚障害者サービ
スを現在行っている人に対してのデイ
ジーの講習会などが主なものである。 
・ 成功事例として、こちらから出向いて
の音声訳活動である出張派遣事業は、
自宅から出ることにより、危険性の高
まりがある視覚障害者には喜んでもら
うことが多い。 
・ グループ内で勉強会などを行い、著作
権などについても学んでいくよう努力
はしている。 
・ 財政的な面は厳しいものがあり、講師
料や委託料がなくなれば更に厳しいも
のとなると思われ、今後は活動資金源
をどうしていくか,などについて考え
ていく必要がある。 
 次に NPO 法人デイジー枚方は次のような図
4-1,及び図 4-2 になる。 
以上のように枚方市立中央図書館とNPO法人デ
イジー枚方への聞き取りから得られた内容を取り
出した。この内容から結果図としてまず枚方市立
の公共図書館を表わす。 
 
 
 
 活動：NPOとして自由な音声訳活動 
  
 分館と中央図書館とのネットワーク 役割：視覚障害者サー
ビス活動団体としての
役割・意義 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3  枚方市立中央図書館：結果図 
 
 
 
 
 
 図 4-1  NPO 法人デイジー枚方：結果図 1 
 
図 4-1 は、NPO 法人デイジー枚方の存在として
の在り方を表わしたものである。NPO 法人とし
て自由に音声訳活動を行うことに活動の意義があ
り、それが団体としての存在の大きなスタンスと
なっており、その中において役割として NPO＝
視覚障害者サービス活動団体としての役割と意義
を見出しているものと考えられる。すなわち、活
動があって、内在する役割・意義が存在し、団体
全体としての活動の源になり、組織全体はこうし
た活動において形作られていっている。 
 
役割：枚方市の中心的存在 
活動：対面朗読・
録音図書など 
分館 
分館 
分館 
分館 
分館 
分館 
分館 
公共図書館のネットワ
ーク：全国の公共図書館
との連携 
次に図 4-2 をみていく。  
 5. 音声訳とは：繋がりを考える  
 
 
 
 
 
 
 
 
NPOデイジー枚方 
 
図 4-2 NPO 法人デイジー枚方：結果図 2 
 
この図4-2では、それぞれの個としての団体組織
はお互いにおいて繋がりを持っていないが、活動
における外からの依頼時の窓口は持っている。ま
た団体としての個の存在として捉えた場合はお互
いに同じ大きさであり、かつ同じような状態で活
動ラインに繋がった状態で存在している。このこ
とは互いに接続先しての機能をもったネットワー
ク構成をもったものと考えられる。例えば1つの
組織から何らかの活動依頼の情報が流れた場合、
それは全てにおいて同じ情報が流れる可能性があ
るが、一方でどこかで障害が起こった場合、その
障害がおこったところで情報がとまる、もしくは
お互いに連絡をとりあうことがないまま終わって
しまう可能性があるということである。すなわち
枚方市の中において音声訳関係のグループはお互
いに活動というラインのもとに平等にぶら下がっ
た状態で存在しているが、お互いの横の連携は薄
いものと考えられる。お互いの内部内での団体組
織としての結束は強まるかもしれないが、目線が
自身の組織内だけに向かいやすく、他との接点が
希薄となり他団体との交流に消極的と考えられる。
このことを音声訳活動全体として考えた場合、全
体としての活性化に繋がらず、その意味で先に述
べた「図書館協力者ガイドライン」の運用が、今
において消極的であり、故にこうしたガイドライ
ンを出さざるを得なかった障害者サービス委員会
の意向の浸透が、多くの活動団体において難しい
と言わざるを得ないものであることがわかってき
た。 
5.1 視覚障害者サービスのシステム 
 視覚に障害のある人にとっては、確かに音は墨
字情報を伝える伝達手段としての第一義的なもの
である。音以外の方法で情報を入手することので
きる手段としては“触る”、“触れる”という触覚
もまた重要な有効な手段のひとつであるが、資料
の多くはやはり紙に墨字で書かれたものが多く、
その意味で触覚による情報入手には限界があると
いわざるを得ない。その意味で対面朗読などの実
際の対人においての読み上げは有効であり、人に
よる音声訳の必要性は今後も重要な位置づけを持
つものと考えられる。しかし墨字を読みあげてく
れる機器なども現在いろいろとだされている。ま
た、2007年7月より著作権法の一部改正により、
これまで送信できなかった音声データが、インタ
ーネットを通じて伝送できるようになった。これ
は「びぶりおネット」（Digital Accessible 
Information System）と言われる「点字・録音図
書ネットワーク配信システム」での利用のことで
あるが、「びぶりおネット」のホームページでは 
「日本点字図書館と日本ライトハウス盲人情報
文化センターが、平成 16 年 4 月に共同で開始し
た、新たな利用者サービス事業です。インターネ
ットの仕組みとパソコンを使って、全国の利用者
が、東京及び大阪に設置されたコンテンツサーバ
内のデジタル化された点字図書・録音図書を自由
に利用することを可能にしました。3)」という説
明がある。また、視覚障害者向けの資料を検索で
きる「ないーぶネット」と呼ばれるデータベース
もある。この「ないーぶネット」 (National 
Association of Institutions of Information 
Service for the Visually Handicapped)とは『視覚
障害者サービスマニュアル 2007』によれば「目の
不自由な人へさまざまな情報サービスを行う視覚
障害者情報提供施設（点字図書館）などで組織す
る「全国視覚障害者情報提供施設協会」が運営す
る視覚障害者情報ネットワークです。4)」との説
明がある。この「ないーぶネット」は、視覚障害
者が自宅から点字図書や録音図書の貸し出しを依
頼できるなどの利便性がある。また点字図書館や
公共図書館などの職員においても活発に利用され
公共図書館や 
他グループ
 
役割 
公共図書館や 公共図書館や 
他グループ 他グループ
公共図書館や 
他グループ 
公共図書館や 
他グループ
ていると考えられ、今後ますます資料の充実と速
報性の追求、また施設レベルでの利用では録音図
書資料の貸し出しサービスの実施にあたっての利
用強化と、自館における資料製作時の重複をさけ
るための目安としての利用等、その利用の幅は広
がるものと考えられる。こうしたシステム的な動
きと共に、日本図書館研究会障害者サービス委員
会にて『障害者サービス担当職員養成講座』が開
催され、各図書館における障害者サービス担当職
員の養成とそこでのサービスの向上のための講習
や実習が行われており、視覚障害者サービスへの
人的な動きが見受けられる現状にある。 
5.2 視覚障害者サービスへの提言 
 障害者サービスの問題は今まで、図書館側だけ
の問題として捉えがちであったのではないだろう
か。視覚障害者サービスについての利用や提供を
行っているのは図書館の側であるが、実際にサー
ビスの提供のために協力をおこなっている音声訳
者などの存在なくして視覚障害者サービスは成り
立たない状況にあるのが現状であろう。こうした
存在を無視してサービスの向上を行っていくこと
は出来ない。しかし音声訳をおこなっている者の
視点はとかくボランティア的な視点にのみ偏りが
ちで、そこにあるサービスについての問題点など
を把握していくことは少ないのではないだろうか。
こうした状況を生み出している原因のひとつとし
ては図書館と協力者側双方の認識のずれとそれに
ついて話し合う機会の少なさなどコミュニケーシ
ョン不足もあると思われる。特に公共図書館にお
いては視覚障害者の利用者から資料利用の希望が
あったとしてもそれを録音図書として自館で製作
することは法律上できず、著者に許諾をとって製
作するか、もしくは点字図書館へ依頼するか、ま
たは市販されているものがあればそれを購入して
利用することになり、一般の晴眼者の利用者との
情報提供においての手順においての時間的、予算
的な違いを大きく感じるものである。こうした点
を少しでも解消できるものとして、地域における
音声訳グループなどとの繋がりをもっと活用して
いってはどうかということをわたしは提言するも
のである。また分館同士の繋がりや公共図書館と
点字図書館との関係性の強化などにも力をいれて
いってはどうかと考える。こうした中でのネット
ワークの構築が必要なのではないかと考える。こ
うした考察を図示すると次のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5  枚方市立中央図書館：提言図 
 
この図5より各分館同士が互いに連絡を取り合
うことで、繋がりはハブとしての中央図書館を介
さずとも存在していくことができる。よって状態
がどこかの館で停止しても他への影響は少なく、
その停止館との間においてのみの状態でネットワ
ークは復旧へ向かう努力をすればよいということ
になる。このことは全体としてのダメージの損傷
を最も小さくし、損失を回避しやすい状態にある
といえる。また分館全体としてのネットワーク網
を構築することにより、その中央に位置している
中央図書館を他の図書館が外側から保護すること
にもなる。また分館自身で自分達に当然流れてく
る情報を守ることになるとともに、中央館に情報
が入ると同時に分館にも同じ情報が流れる可能性
も生み出され、サービスの効率的対処という速さ
の点や情報確保の点でも分館と中央館の割合が同
等になるのではないかとも考えられる。また中央
館は外部からの保護を受けることで、集中して録
音図書等の音声訳資料製作の業務にかかることが
でき、全体としての音声訳活動の安定的活発化に
も繋がるものであると考える。これを 1つの大き
役割：枚方市の中心的存在 
活動：対面朗読・
録音図書など 
分館 
分館 
分館 
公共図書館のネットワ
ーク：全国の公共図書館
との連携
分館 
分館 
分館 
分館 
な枚方市内における公共図書館ネットワークとし
てみた場合、全体としての大きなネットワークの
中に分館も中央館も入ってしまっており、その中
において情報も音声訳活動も入っている状態を表
わすこととなる。これはすなわち個々の繋がりを
ひとつの全体のサークルの中で表わし、全体とし
てのまとまりで公共図書館のネットワーク全体が
繋がることになると考える。これが図 6 である。 
頂点：枚方市立
中央図書館 
分館D
分館A
分館C
分館B 
 
*市内における分館相互のネットワーク 個人a 
 
個人c 
 個人b 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6  枚方市内における公共図書館ネットワ 
ーク：提言図 
 
 
これにより公共図書館全体との繋がりも持ちや
すく、全体としてのネットワークの安定と迅速な
情報需要ができるものであると提言していきたい。
また、このネットワークはすなわち今まで中央館
を頂点として成り立っていた階層型ネットワーク
に、分館の繋がりを補強したかたちでの階層型ネ
ットワークになっていたものである。これを階層
型ネットワーク考察図として図 7で示す。 
 
 
 
 
 
図 7 階層型ネットワーク考察図 
 
図7は今まで中央館を頂点として成り立ってい
たところに、分館の繋がりを補強したかたちでの
階層型ネットワークを考えるものである。例えば
分館Aは分館B,分館C,分館Dにもそれぞれネッ
トワークを張っておき、中央館との線が途切れた
場合でも分館のネットワークはそのまま稼動でき
うる状態を保てる状態である。また分館A は、地
域における音声訳活動の個人ともネットワークを
構築しておき、分館 A←→個人 a、分館 A←→個
人 b、分館 C←→個人 c などのネットワークも作
っておくことで地域的な繋がりを基盤として持て
る。すなわち、中央図書館からきた連絡は分館A
に入った後、個人 a～個人 c に階層的に流れると
ともに、分館 A~分館 D までの並行的な流れも生
み出し、よって分館Aは同じ立場にある分館B～
D との横並びの階であるとともに、個人へ連絡が
流れる縦的な階層ももつといえる。この階層ネッ
トワークでは分館Aは必ずしも中央図書館へのネ
ットワークに頼らなくても、もしもの場合は横の
階から情報がはいってくる状態をもつ。また自館
で地域の個人とのネットワークをもっていること
で、中央館に全面依存しなくても独自に音訳者と
連携をはかることができ、より早くサービスの提
公共図書館ネ
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分館 
ネットワーク：全
国の公共図書館
との連携へ
供を行う可能性も持つことができると考える。中
央図書館をハブとして頼りきるのではなく、自館
においても障害者サービスへの取り組みとしての
構築をはかる手段として、分館同士の繋がりの強
化や地元の地域で音声訳活動を行っている個人と
のネットワークも構築していくようにしてはどう
かと提言する。（図 8参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
NPOデイジー枚方 
 
図 8 NPO 法人デイジー枚方：提言図 
 
この図8ではNPO法人から全ての団体へと線が
のびている。すなわち「NPO ←→ 公共図書館」
もしくは「NPO ←→ 同じような団体組織」に対
してであり、市内において音声訳活動を行ってい
る団体組織同士とは対等に等しく連絡をとる関係
の構築を考えたものである。また、「個人」がそれ
ぞれに公共図書館や NPO 法人などの団体と接触
をもち、その中において音声訳の活動を行うべく
連絡をとりあうものとして個人のフリーネットワ
ーク（図 9）がある。 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 9 個人のフリーネットワーク 
 
個人がそれぞれに公共図書館や NPO 法人などの
団体と接触をもち、その中において音声訳の活動
をおこなうべく連絡をとりあっているものである
が、デイジー枚方での聞き取り調査の際も、団体
ではなく個人的が各人で図書館での活動を行って
いるとのことであった。また枚方市立中央図書館
においても個人的に図書館に登録した人に活動を
依頼しているということであった。こうした状況
は個人的に活動を行いたい人にとっては良いもの
だと思うが、地域で活動を行っている組織や人が
いる場合は、互いに協力をしあったほうが予算的
にも人的にも、そして時間的にも利便性があり、
良いのではないかと考える。ゆえにここでは枚方
市をモデルとして考えてきたが、地域間でのネッ
トワーク構築を視野にいれ、地域的に近い組織同
士や個人のネットワークも考えながら視覚障害者
サービスに取り組んでいくことを提言する。 
 
6. さいごに 
6.1 これからの音声訳とは 
地域における音訳者とのネットワークをはかる
ことは、身近であるお互いの存在を活用できるこ
とで時間的にも予算的にも利点があると考える。
ここでは枚方市を事例として公共図書館全体との
繋がりや全体としてのネットワークについて論じ、
公共図書館と個人、また NPO と個人といった繋
がりにも目をむけ、そこでのネットワークの構築
について提言を行った。事例から見えてきたもの
として、ネットワークの問題が大きな点を占める
ことがわかったが、本研究に取り組みはじめたと
きには、音声訳活動を行っているものとして各機
関や組織は協力や連携を図っているものと考えて
いた。しかし、実際には連携性がほとんどなく、
それぞれにおける行動、活動やまた行政と民間と
の間での連携は希薄であり、そこにおいての連携
性は見られないということがわかり、行政と民間
との音声訳の視点の違いに気づきを持つことがで
きた。点字図書館と公共図書館はともに音声訳な
どの視覚障害者サービスの活動を行っているが、        
その存在は決して同じものではない。しかし一般
の資料利用者にとって一番見身近で利用しやすい
図書館はやはり公共図書館であり、それは視覚障
害者にとっても同じことである。その意味で音声
訳の利用を推し進める役としては公共図書館の存
在は必要である。また公共図書館にとっても、点
字資料などの利用において点字図書館との協力は
公共図書館や 
他グループ
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必要と考えられ、お互いの協力は必要といえるも
のである、ということがわかった。 
公共図書館や民間団体、個人のネットワークの
在り方を見直し、これらのネットワークの関係性
等について考察を行い、再構築をはかっていくと
きではないかという提言を行ったが、今後の音声
訳の発展について本研究を役立てていきたいと考
える。 
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